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■米財務省が官報で示しているCFIUSへの申告が義務となる/ならない事例
・事例1（申告が義務となるケース）

・事例2 （申告が義務となるケース）

・事例3 （申告が義務とならないケース）

・事例4 （申告が義務となるケース）

F国 米国
F国民 A社

議決権75％を保有

G国

G国民
議決権25％を保有

Y社

100％出資 輸出管理規則（EAR）の管理
対象となる重要技術を製造

EAR上、当該重要技術をG国に輸出する場合
は許可が必要、F国に輸出する場合は許可が不
要。

G国 米国
G国民 B社

100％所有

Z社
CFIUSの審査
対象となる投資 輸出管理規則（EAR）の管理

対象となる重要技術を設計

EAR上、当該重要技術をG国に輸出する場合
は許可が必要。ただし、15 CFR 740.4に基づく
許可例外により、B社は許可なく重要技術をG
国に輸出などできる。

事実関係は事例2と同様だが、B社は 15 CFR 740.20の(c)(1)に基づく許可例外により、B社は許可なく重要技術をG国
に輸出などできる。
今回の変更案では、輸出管理規則（EAR）などで認められている下記の限られた許可例外に該当する場合は、CFIUS
への申告が義務とならないとしている。
• 15 CFR 740.17 (b)で規定されている、暗号化製品・ソフトウェア・技術等にかかる許可例外（ENC）
• 15 CFR 740.13で規定されている、規制対象外の技術・ソフトウェア等にかかる許可例外（TSU）
• 15 CFR 740.20 (c)(1)で規定されて（CB）規制、核不拡散（NP）規制、地域安定（RS）規制、犯罪防止
（CC）規制、重要品目（SI）をカントリー・グループA:5の国に輸出等する場合の許可例外（STA）

• 10 CFR 810.6 (a)で規定されている、特定の国の施設での原子力いる、国家安全保障（NS）規制、化学・生物
兵器関連物質の製造への関与にかかる許可例外

M国 米国
M国民 D社

議決権30％を保有

R社
100％出資 国際武器取引規則（ITAR）と

輸出管理規則（EAR）の管理対象
となる重要技術を設計

ITAR管理対象の重要技術をM国に輸出する
場合は許可が必要、EAR管理対象の重要技
術をM国に輸出する場合は許可が不要。

（※ジェトロ注：G国はEAR上の懸念国であると想定される）

（※ジェトロ注：G国はEAR上の懸念国であると想定される）

（※ジェトロ注：M国はITAR上の懸念国であると想定される）

https://www.govinfo.gov/content/pkg/CFR-2020-title15-vol2/xml/CFR-2020-title15-vol2-sec740-4.xml
https://www.govinfo.gov/content/pkg/CFR-2020-title15-vol2/xml/CFR-2020-title15-vol2-sec740-20.xml
https://www.govinfo.gov/content/pkg/CFR-2020-title15-vol2/xml/CFR-2020-title15-vol2-sec740-17.xml
https://www.govinfo.gov/content/pkg/CFR-2020-title15-vol2/xml/CFR-2020-title15-vol2-sec740-13.xml
https://www.govinfo.gov/content/pkg/CFR-2020-title15-vol2/xml/CFR-2020-title15-vol2-sec740-20.xml
https://www.bis.doc.gov/index.php/documents/regulation-docs/2255-supplement-no-1-to-part-740-country-groups-1/file
https://www.govinfo.gov/content/pkg/CFR-2019-title10-vol4/xml/CFR-2019-title10-vol4-sec810-6.xml
https://www.govinfo.gov/content/pkg/CFR-2019-title10-vol4/xml/CFR-2019-title10-vol4-part810-appA.xml


・事例5（申告が義務となるケース）

F国 米国
F国民 A社

議決権35％を保有

Y社
100％出資 国際武器取引規則（ITAR）

の管理対象となる品目を製造

ITAR上、当該品目をF国にあるA社に輸出
するには許可が必要。ただし、ITARの許可
例外により、Y社はF国にあるA社に当該規
制品目を輸出できる。
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本資料で提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用ください。ジェトロでは、できるだけ正確な
情報の提供を心掛けておりますが、本資料で提供した内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じ
たとしても、ジェトロは一切の責任を負いかねますので、ご了承ください。正確な内容は、米国政府発表の官報および米
国連邦規則集（CFR）の該当条項の原文をご参照下さい。

【免責条項】

（※ジェトロ注：F国またはA社はITAR上の懸念国・対象であ
ると想定される）
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